第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における状況を学校基本調査（昭和57年５月１日現在調べ）からみると、学校数は前年より29校増加の3175校である。これを学校種別にみると幼稚園943園（７園増）、小学校1041校（20校増）、中学校475校（９校増）、高等学校259校（1校増）、大学34校、短期大学40校（１校減）、高等専門学校１校、盲・聾・養護学校35校、専修学校164校（３校増）、各種学校183校（10校減）となっている。
幼稚園
　幼稚園数は前年に比べ、７園（新設公立２園、私立７園、廃園私立２園）増の943園（本園939園、分園４園）となった。逆に園児数は、8883人減少し、17万610人となり、53年より５年連続の減少である。また、就園率（幼稚園修了者数を小学校１年児童数で割る）は、前年に比べ0.7ポイント減少の77.3パーセントとなった。本務教員数は7464人で前年に比べ182人の減少である。また、本教員１人当たりの園児数は、22.9人（前年23.5人）である。
小学校
　学校数は、1041校で前年に比べ20校（新設公立20校、私立１校、廃校公立１校）の増加である。児童数は前年に比べ１万7858人減少の89万9213人（対前年増加率マイナス1.9パーセント）となった。本務教員数は239人減の３万2882人となり、本務教員１人当たりの児童数は、27.3人で前年に比べ0.4人の減少となった。
中学校
　中学校数は、475校で前年に比べ９校（公立）の増加である。生徒数も前年に比べ２万9198人増（対前年増加率7.2パーセント）の43万3879人となった。また、本務教員数は1万9704人で前年に比べ1135人の増加である。本務教員１人当たりの生徒数は、22.0人で前年に比べ0.2人の増加である。
高等学校
　学校数は、259校で前年に比べ１校（私立）の増加である。生徒数は逆に、1196人減（対前年増加率マイナス0.3パーセント）の34万1962人となった。これを学校別でみると普通科27万9386人（構成比81.7パーセント）、工業科３万1602人（同9.2パーセント）、商業科２万4196人（同7.1パーセント）、農業科1759人（同0.5パーセント）、家庭科1691人（同0.5パーセント）、厚生科485人（同0.1パーセント）、その他2843人（同0.8パーセント）となっている。また､本務教員数は、1万7007人で前年に比べ66人の増加であり、本務教員１人当たりの生徒数は20.1人と、前年より0.2人減少した。
盲・聾・養護学校
盲・聾・養護学校の学校数は、盲学校２校、聾学校４校、養護学校29校と、前年と比べ増減無し、幼児・児童・生徒数は、65人増の6116人（盲学校551人、聾学校894人、養護学校4671人）となった。また、本務教員数も60人増の2146人（盲学校224人、聾学校326人、養護学校1596人）となった。
専修学校
　学校数は、164校で前年に比べ３校増である。生徒数は４万8718人で997人の増加である。本務教員数も14人増加の1791人となった。また､本務教員１人当たりの生徒数は、27.2人で前年より0.3人の増加である。
各種学校
　学校数は、183校で前年に比べ10校減少した。生徒数は2518人減少で４万531人となった。本務教員数も40人の減少で1216人となった。また、本務教員１人当たりの生徒数は、33.3人で1.0人の減少となった。
卒業後の進路状況
　中学校卒業者数は、前年に比べ１万543人減（対前年増加率マイナス8.3パーセント）の11万6197人となった。
　これを進路別にみると、進学者は10万7696人（構成比92.7パーセント）、教育訓練機関等入学者3492人（同3.0パーセント）、就職者4333人（同3.7パーセント）、無業者・死亡・不詳676人（同0.6パーセント）となっている。高等学校卒業者数は、前年に比べ2595人増（対前年増加率2.6パーセント）の10万2059人となった。
　これを進路別にみると、進学者は３万6900人（構成比36.1パーセント）で、前年に比べ226人の増加である。教育訓練機関等入学者は２万4067人（同23.6パーセント）で、前年に比べ、1147人増、就職者は３万4491人（同33.8パーセント）で、前年に比べ1075人増、無業者・死亡・不詳は6601人（同6.5パーセント）で、前年に比べ147人増加している。
　就職者（進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含む。）の状況をみると３万5195人で、前年に比べ1004人の増加である。これを産業別にみると、最も多いのが製造業の１万2181人（構成比34.6パーセント）、次いで卸売業・小売業１万1130人（同31.6パーセント）となっており、２業種だけで全体の66.2パーセントを占めている。以下、サービス業、3468人（同9.9パーセント）、金融・保険業3169人（同9.0パーセント）、運輸・通信業1534人（同4.4パーセント）、公務1385人（同3.9パーセント）等となっている。また、職業別では、事務従事者1万4969人（構成比42.5パーセント）次いで技能工・生産工程作業者8959人（同25.5パーセント）販売従事者6233人（同17.7パーセント）サービス職業従事者1874人（同5.3パーセント）、専門的・技術的職業従事者1182人（同3.4パーセント）等となっている。
